
▼ 平成23年分確定申告の概要

受付期間 平成24年2月16日（木）〜3月15日（木）
※還付申告は2月15日以前でも可能。

提出方法 主な変更点

・震災関連寄附金の控除限度額の増額

・扶養控除の一部廃止

・公的年金の確定申告不要制度創設

・震災による被害の雑損控除の拡充

・「e-Tax」による控除の2年延長

確定申告書に
手書きで作成

持参または郵送

ネット上の
「確定申告書等作成コーナー」で入力

印刷して、
持参または郵送

「e-Tax」を
利用して送信

◉構成／三枝裕介（ロフト・ツー）　◉取材・文／塩田真美（ロフト・ツー）

今年もいよいよ確定申告のシーズンが始まる。今年の確定申告では
昨年の東日本大震災を受け、寄附金控除や雑損控除の特例が設けられたほか、
子ども手当創設に伴う扶養控除の一部廃止など、変更された部分がいくつかある。
そこで、個人の所得税についての主な変更点を中心に、インターネットを活用した
便利な申告方法など、知っておきたい確定申告の最新情報をまとめた。

確定
申告
ガイド最新版

ココ
が

変わ
った
！

みんなでe-Tax！

国税庁 e-Tax キャラクター
イータ君
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今年も確定申告のシーズンがい
よいよスタートする。平成23年分
の確定申告の基本方針について、
国税庁個人課税課の江國清志課長
はこう説明する。
「今年は近年の取り組みである
IT申告の推進、多様な納税者ニー
ズへの対応に加え、東日本大震災
への対応が大きな柱です」

「IT申告については、国税庁
ホームページの『確定申告書等作
成コーナー』や電子申告・納税シ
ステム『e-Tax』などを利用するこ
とにより、税務署に出向かなくて
も、便利に正確な申告ができるこ
とを積極的にアピールしています」
税務署の相談会場にもパソコン
を多数配備。その場で作成・送信す
ることで、利便性を実感してもらっ
ているという。昨年3月末までに提
出された所得税確定申告書のうち、
作成コーナーやe-TaxなどITを利
用した人数は1039万6000人。一
昨年より8.3％増え、全体の44.9％
を占めた。

「申告書の受付や申告相談が平日
だけだと困る」という要望を受け、
2月19日と26日の日曜日に、一部
の税務署や署外の合同会場で受付
や相談を実施する。
また、税務署に出向かずに必要
な情報や各種様式を入手できるよ
う、国税庁ホームページなどで確
定申告に関する様々な情報を提供
している。

東日本大震災への対応としては、
震災による所得税の雑損控除の適
用が多く見込まれるため、国税庁
全体で被災地局署への支援態勢を
整えている。
また、震災関連の義援金などを
支払って寄附金控除を適用する申
告者の増加も見込まれる。
「今回特に、震災の被害による雑
損控除や、義援金に対する寄附金
控除を受けるため、初めて確定申
告をされる方も多いかと思います。
そうした方にもスムーズに申告書
の作成・提出を行っていただける
よう、ホームページでの情報提供
や電話相談などに力を入れていき
たいと考えています」

IT申告が年々増加傾向に。今年は
東日本大震災や多様なニーズに対応

江國清志
1981年、国税庁入庁。国税庁情報技術室長、国税

庁資産評価企画官、名古屋国税局総務部長、関東信

越国税局総務部長を経て、2011年7月より現職。

国税庁個人課税課長

▼ 23年分確定申告の基本方針
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▼ ITを利用した確定申告件数の推移

IT申告の推進

多様なニーズに対応

東日本大震災への対応
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23年分の確定申告では、東日本
大震災への対応をはじめ、いくつか
の税法改正が行われている。
まず、昨年は東日本大震災なども
あり、個人的に義援金を出したり、
寄附をしたケースも多いだろう。こ
れに対応して、寄附金に関する控除
が拡充された。
従来から国や公益法人など、特定
の寄附金については所得控除が認め
られていたが、大震災関連の寄附金
についてはその限度額が大きく引き
上げられた。
また、政党や政治資金団体に対す
る寄附金についてのみ認められてい

た税額控除が、今回から認定NPO
法人や一定の公益社団法人などに対
する寄附金のほか、特定震災指定寄
附金にも適用されることになった。
このほか、大震災への対応とし
て、震災被害の雑損控除について特
例が設けられた。

扶養控除が一部廃止。
年金の申告不要制度も

今回の確定申告で大きく変わっ
たのは、扶養控除が一部廃止され
た点だ。子ども手当創設や公立高
校授業料無償化などに伴い、19歳
未満の扶養親族に対する扶養控除

が一部廃止されたので注意したい。
また、この改正に伴い、同居する
特別障害者に対する障害者控除の
額が引き上げられている。
一方、年金所得者については、一
定の条件を満たせば確定申告をしな
いですむ「確定申告不要制度」が創
設された。
ほかにもいくつか改正が行われ
ているが、詳しいことは国税庁の
ホームページに掲載されている。
なお、ホームページ上にある「確
定申告書等作成コーナー」で入力す
れば、改正された最新の法令に沿っ
て自動的に計算されるので安心だ。

大震災関連の寄附金控除や雑損控除
を拡充。扶養控除も一部廃止に

従来より、個人が国や地方公共団体などに特定寄附金を
支出した場合には所得金額から控除される「寄附金控除」、
政党や政治資金団体への寄附金については所得税額から控
除される「政党等寄附金特別控除」が認められていた。
今回は東日本大震災を受け、「震災関連寄附金」を支
出した場合に限り、通常は所得金額の40％の限度額が
80％に引き上げられた。
さらに、認定NPO法人や一定の公益社団法人などに
対する寄附金についての所得税額の特別控除が創設され、
寄附金控除と所得税額の特別控除のどちらか有利な方を
選択できるようになった。
昨年、震災関連の義援金を支払った場合、震災関連寄
附金に該当すれば寄附金控除が受けられる。そのうち認
定NPO法人の東日本大震災被災者支援活動に必要な費用
に充てるための寄附金など、一定の要件を満たすものに
ついては、上記の寄附金控除か、「特定震災指定寄附金」
の所得税額の特別控除のどちらかを受けることができる。

震災関連寄附金
以外の特定寄附金の
額の合計額

＋ － 2,000円 ＝ 寄附金控除額
震災関連
寄附金の額の
合計額

●通常の寄附金控除は寄附金合計額が所得金額の40％相当額が限度だ
が、震災関連寄附金に限り80％相当額に引き上げられた。

特定寄附金 寄附金控除の対象

特定震災指定
寄附金の額の
合計額

特定震災指定寄附金
特別控除額－  2,000円 ×４０％ ＝

●従来からの政党などの寄附金特別控除の控除率は30％だが、今回創設
された認定ＮＰＯ法人、公益社団法人などに対する寄附金特別控除の場
合は40％。特定震災指定寄附金とは、認定ＮＰＯ法人または社会福祉法
人中央共同募金会に対して、東日本大震災の被災者支援活動に特に必
要な費用に充てるために行った寄附金で、一定の要件を満たすもの。

●寄附金控除と寄附金特別控除のどちらが有利かは、所得金額などにより
異なる。「作成コーナー」では自動的に有利な方を選択して適用。
※寄附金はいずれもその年中に支出した寄附金の額。

特定震災指定寄附金
寄附金控除の適用

税額控除の適用
または

所得金額
から控除

所得税額
から控除

所得の４０％まで
所得の8０％まで

所得の
8０％まで

所得税額の
25％まで

震災関連の寄附金について
控除対象限度額が増額

寄附金
控　除

▼ 個人が義援金を支払った場合の取り扱い
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扶 養
控 除

今回、子ども手当の創設に伴い、16歳未満の年少
扶養親族の扶養控除が全額（38万円）廃止された。ま
た、公立高校授業料無償化などに伴い、16歳以上
19歳未満に対する扶養控除の上乗せ部分（25万円）
が廃止され、一般の控除対象扶養親族と同額（38万
円）になった。
さらに、これらの改正に伴い、扶養親族または控除
対象配偶者が特別障害者の場合、同居特別障害者に対
する障害者控除の額が、40万円から75万円に引き
上げられた。

子ども手当創設に伴い、16歳
未満の年少扶養控除が廃止

控除額

～15歳 16歳  18歳 19歳　22歳 23歳 69歳 70歳～ 年齢

63万円

38万円 38万円
48万円

58万円

年少扶養親族

上乗せ
部分
25万円
［廃止］

一般の
控除対象
扶養親族

一般の控除対象
扶養親族

老人
扶養親族

同居老親等加算

特定扶養
親族

［廃止］

控除対象扶養親族

扶養親族

東日本大震災によって住宅や家財などについて生じ
た損失について、22年分の総所得金額などからも雑
損控除として控除できることになった。また、損失額
について雑損控除を適用して、その年分の総所得金額
などから控除しても控除しきれない場合、雑損失を5
年間繰り越せるようになった。さらに、大震災被災者
の災害減免法による税金の軽減免除も、22年分の所
得税に適用できる。
これらは被災者の負担の軽減を図るための措置で、
昨年4月に施行された震災特例法によるもの。施行前
に22年分をすでに提出済みの場合でも、別途「更正
の請求」の手続きを行えば22年分で雑損控除の適用
を受けることができる。

大震災による被害損失は、
22年分からも控除可能に

雑 損
控 除

「作成コーナー」の「雑損控除」では、東日本大震災による被
害について別画面で損失額を入力できるようになっている。
住宅、家財、車両に分けてそれぞれ損失額を記入する。

公的年金
の申告

不要制度

今回の確定申告から、年金所得者の申告手続きが簡
素化された。
その年の公的年金などの収入金額が400万円以下
で、それ以外の所得金額が20万円以下しかなかった
場合、その年分の所得税については、確定申告書を提
出しなくてもよくなった。
ただし、これはあくまでも所得税についての申告不
要制度で、上記に該当する場合でも、住民税の申告が
必要な場合がある。詳しくは、住所地の市区町村に問
い合わせを。
また、所得税の還付を受けるために、申告書を提出
することはもちろん可能だ。

合計400万円以下など、
一定の条件で申告不要に

その他

・23年6月30日以後の契約締結の場合、住宅の取
得、新築、増改築などの対価や費用に関して、国ま
たは地方公共団体などから補助金などの交付を受け
たときは、対価や費用から控除して控除額を計算。

・23年6月30日以後の契約締結の場合、住宅耐
震改修特別控除の適用対象となる地域要件が廃止さ
れ、補助金などの交付を受けたときは、改修費用か
ら控除して控除額を計算。

・上場株式などの配当、譲渡所得への10％軽減税率
の適用期限を2年延長。

・非課税口座内の少額上場株式などの配当、譲渡所得
の非課税の施行日が2年延長。

住宅税制や金融証券
税制にも変更あり

▼ 扶養控除の改正の概要
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「e-Tax」を利用するために必要な準備についても、
ホームページに掲載されている。「事前準備セット
アップ」では作成コーナーを使用する環境設定を一
括処理できる。

国税庁ホームページ「確定申告特集」

e-Tax・作成コーナーヘルプデスク

ナビダイヤル（全国一律市内通話料金） 

03-5638-5171

月～金曜日（祝日等除く）9時～ 17時
※1月16日～3月15日の月～金曜日（祝日等除く）
　 2月19日・26日、3月4日･11日は9時～ 20時

0570-01-5901（e-コクゼイ）

【受付時間】

ネットの作成コーナーを利用すれば
面倒な計算は一切不要！

「平成23年分確定申告特集」のトップページ。申告の方法や税制
改正のポイントなども紹介されている。「申告書等の作成を開始
される方」をクリックする。

1

「平成23年分確定申告書等作成コーナー」で「作成開始」をクリッ
ク。作業の途中で中断する場合も、データを保存しておける。ま
た、過去年分にも対応。

2

給与所得を入力する画面。勤務先からもらった源泉徴収票の数字
をそのまま入力していく。源泉徴収票の見本画面を見ながら、同
じ色の欄に数字を転記するだけでいい。

3

確定申告書の基本画面。それぞれ該当する項目名をクリックす
ると、入力する画面が開く仕組み。最新税制に対応し、面倒な
計算も不要。自動的に税額が算出され、表示される。

4

1

2

3

4

確定申告書作成の手順

URL：www.nta.go.jp

PHS などをご利用の場合。
通常通話料金（

（

ガ
イ
ダ
ン
ス
に
従
っ
て

入
力
す
る
だ
け
で
、

自
動
計
算
し
て
く
れ
る
か
ら

便
利
だ
よ
！

42　ファイナンス　2012.2



一般のサラリーマンは、給与か
らの源泉徴収や勤務先が行う年
末調整などで、所得税の納付が完
結することが多い。しかし、多額
の医療費を支払ったり、株式投資
で損失を出した場合など、確定申
告すれば納めた税金が戻ってくる
ケースもある。

市販薬代もOK。家族の
分もまとめて医療費控除

まず、本人や家族にかかった医
療費の合計額が年間10万円を超
えた場合、確定申告を行うことで
超過した分だけ、医療費控除によ
り課税所得を減らすことができる。
対象になるのは治療にかかった
費用で、健康保険対象外の治療費
も含まれる。ただし、予防のため

の人間ドックや予防接種、美容整
形や審美歯科のホワイトニングな
どの費用は対象外。一方、治療の
目的で購入した市販の薬代、通院
時に利用した電車などの交通費は
計上できる。
申告する際には、病院や薬局で
もらう領収書、交通費の記録メモ
の添付または提示が必要だ。

株式投資を行っている場合、証
券会社の源泉徴収ありの特定口座
で取引していれば、税金は源泉徴
収されているので申告の必要はな
い。ただし、複数の証券会社で取
引していていずれかで損失が出た
場合は、申告すれば損益を通算で
き、払い過ぎた税金が戻ってくる。
また、上場株式などの配当を受
け取っても、すでに源泉徴収済み
のため通常は申告不要だが、売却
損が出ている場合、申告分離課税
方式で配当の申告を行えば、売却
損との通算が可能なので、納め過
ぎた税金を取り戻すことができる。
なお、還付申告は過去5年分の
提出が可能。

確定申告というと何かと面倒だ
と思われがちだが、国税庁のホー
ムページ上にある「確定申告書等
作成コーナー」を利用すれば、煩
わしい計算は一切不要。各項目の
金額を入力するだけで自動的に計
算してくれるので、意外なほど簡
単に申告書を作成できる。
作成した申告書は、事前の準備
をしておけば電子申告・納税シス
テム「e-Tax」で直接送信すること
もできるし、印刷して税務署に提
出することも可能だ。

源泉徴収票などの数字を
そのまま転記するだけ

まずは手元に源泉徴収票や保険
料控除証明書などの書類を準備し、
国税庁のホームページにアクセス。
「平成23年分確定申告書等作成
コーナー」で「e-Tax」「書面提出」
のいずれかを選び、パソコン環境

の確認後、｢所得税の確定申告書作
成コーナー｣へ。
「給与所得が１か所（医療費控除
や寄附金控除などを受ける場合）」
と「それ以外（事業所得や年金所得
など）」のどちらかを選択し、生年
月日を入力する。なお、初めて利
用する人向けに、質問形式による
作成方法も用意されている。
給与所得のみの場合は、勤務先
からもらう源泉徴収票に記載され
ている支払金額や源泉徴収税額な
どを転記していけばOK。さらに
医療費控除や寄附金控除など、該
当する項目をクリックして金額を
入力すれば、すべて申告書の基本
画面に自動的に反映される。
給与以外の場合も基本画面の該
当項目ごとに金額を入力していけ
ばよい。入力内容によって税額が
自動的に計算され、表示されると
いう仕組みだ。

e-Taxの特別控除が
2年延長。控除額は減額へ

個人でe-Taxを利用するには、
事前に電子証明書の取得とICカー
ドリーダライタの購入（家電量販店
で2,000円程度）が必要だ。
電子証明書を取得するには、住
民票のある市役所窓口などで手続
きすることが必要で、有効期限は3
年間となっている。
e-Taxを利用すると、医療費の
領収書などの添付書類提出を省略
できるほか、24時間受付で、還
付がスピーディーになるというメ
リットがある。
さらに、電子証明書等特別控除
（1回限り）も受けられるが、その
適用期間が2年延長されるととも
に、控除額が23年分4,000円、24
年分3,000円に、それぞれ引き下げ
られた。

還付 申 告の
ポイント

知っておきたい
こんなケースでも税金が戻る！ 申告不要の配当も申告で

損失との通算が可能に
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